
「育児をしながら働きやすい奈良」推進セミナー 
 

            令和５年 1２月２0 日（水) 13:30～16:00 

奈良労働局地下 1 階会議室 

    

               

１ 開会挨拶                  

奈良労働局雇用環境・均等室長  楠田 裕世  

 

 

２ 説明 

①育児休業を取得しやすい環境整備について        

奈良労働局雇用環境・均等室 

                 福井 雅代   

 

 

②くるみん・えるぼし認定手続きについて     

  奈良労働局雇用環境・均等室   

                           髙山沙由理  

 

 

③ハラスメント対策のポイントについて 

                     奈良労働局雇用環境・均等室 

                             友田 和弘 

 

 

④ 基本給の職務分析・職務評価実施方法について 

奈良働き方改革推進支援センター 

          社会保険労務士 森田 修 氏  

 

 

 

３ 個別相談                    

  



配付資料 

 

①「育児休業を取得しやすい環境整備について」レジュメ  

②「くるみん・えるぼし認定手続きについて」レジュメ 

③くるみん・えるぼし認定リーフレット  

④女性の活躍・両立支援総合サイト 

⑤県内のくるみん・えるぼし認定企業 

⑥「ハラスメント対策のポイントについて」レジュメ 

⑦ハラスメントは許しません！  

⑧職場におけるパワーハラスメント対策・セクシュアルハラスメント対策・妊

娠・出産・育児休業等に関するハラスメント対策は事業主の義務です！ 

⑨職場のハラスメント対策リーフレット 

⑩カスタマーハラスメント対策リーフレット 

⑪就活ハラスメント対策リーフレット 

⑫「基本給の職務分析・職務評価実施方法について」レジュメ 

（参考資料） 

⑬賃上げに取り組む中小企業・小規模企業・個人事業者の皆さまへ（奈良県） 

 



育児休業を取得しやすい
環境整備について

令和５年12月20日（水）

「育児をしながら働きやすい奈良」推進セミナー

奈良労働局雇用環境・均等室
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男性労働者の育児休業取得状況
（令和４年 10月以降）

男性育休者あり

32社 45.7%
男性育休者なし

38社 54.3%

アンケート回答企業 70社
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本セミナー参加申込企業 38社

男性育休者あり

18社 47.4%
男性育休者なし

20社 52.6%
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規程変更済

63社 90.0%

規程変更

していない

7社 10.0%

アンケート回答企業 70社

育児・介護休業規程の整備状況

4



１ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和
引き続き雇用された期間が１年以上の要件を撤廃

２ １歳までの育児休業の分割取得（休業申出は２回まで）

３ 産後パパ育休（出生時育児休業）の創設

４ １歳以降の育児休業の開始日の柔軟化（期間中に夫婦交代可能）

５ 特別な事情がある場合は、１歳以降の育児休業の再取得が可能
・他の子の産休等の開始で育児休業が終了した場合、産休等の対象
だった子等が死亡等したとき

育児・介護休業規程の整備のポイント
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「育児・介護休業等に関する規則の規定例」の訂正
第２条
１ 育児のために休業することを希望する従業員（日雇従業員を除く）であって、１歳に満たない子と同居し、
養育する者は、この規則に定めるところにより育児休業をすることができる。ただし、有期雇用従業員に
あっては、申出時点において、子が１歳６か月（本条第５項又は第６項の申出にあっては２歳）に達する
日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない者に限り、育児休業をすることができる。

３ 次のいずれにも該当する従業員は、子が１歳６か月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をす
ることができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、原則として子の１歳の誕生日に限るものとする。
ただし、配偶者が育児・介護休業法第５条第３項（本項）に基づく休業を子の１歳の誕生日から開始する場
合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とすることができる。
イ 従業員又は配偶者が原則として子の１歳の誕生日の前日に育児休業をしていること
ロ 次のいずれかの事情があること
(ｱ) 保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合
(ｲ) 従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に当たる予定であった者
が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

ハ 子の１歳の誕生日以降に本項の休業をしたことがないこと

４ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことによ
り本条第１項又は第３項に基づく休業（配偶者の死亡等特別な事情による３回目以降の休業を含む）が終了
し、終了事由である産前・産後休業等に係る子又は介護休業に係る対象家族が死亡等した従業員は、子が１
歳６か月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることができる。
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５ 次のいずれにも該当する従業員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日数について育児休業をする
ことができる。なお、育児休業を開始しようとする日は、原則として子の１歳６か月の誕生日応当日に限
るものとする。ただし、配偶者が育児・介護休業法第５条第４項（本項）に基づく休業を子の１歳６か
月の誕生日応当日から開始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とするこ
とができる。
イ 従業員又は配偶者が子の１歳６か月の誕生日応当日の前日に育児休業をしていること
ロ 次のいずれかの事情があること
(ｱ) 保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合
(ｲ) 従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳６か月以降育児に当たる予定
であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

ハ 子の１歳６か月の誕生日応当日以降に本項の休業をしたことがないこと

６ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことに
り本条第１項、第３項、又は第４項又は第５項に基づく休業が終了し、終了事由である産前・産後休業
等に係る子又は介護休業に係る対象家族が死亡等した従業員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日
数について育児休業をすることができる。

第３条
３ 第２条第３項又は第４項（ケース③の場合は、第４項又は第５項）に基づく休業の申出は、次のいず
れかに該当する場合を除き、一子につき１回限りとする。
（1） 第２条第３項又は第４項（ケース③の場合は、第４項又は第５項）に基づく休業をした者が本条

第１項後段の申出をしようとする場合
（2） 産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことにより第２条第

１項、第３項又は第４項（ケース③の場合は、第１項、第４項又は第５項）に基づく育児休業が終
了したが、終了事由である産前・産後休業等に係る子又は介護休業に係る対象家族が死亡等した場合 7



４ 第２条第５項又は第６項（ケース③の場合は、第６項又は第７項）に基づく休業の申出は、次のいずれ
かに該当する場合を除き、一子につき１回限りとする。
（1） 第２条第５項又は第６項（ケース③の場合は、第６項又は第７項）に基づく休業をした者が本条第

１項後段の申出をしようとする場合
（2） 産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まったことにより第２条第１

項、第３項、第４項、第５項又は第６項（ケース③の場合は、第１項、第４項、第５項、第６項又
は第７項）に基づく育児休業が終了したが、終了事由である産前・産後休業等に係る子又は介護休業
に係る対象家族が死亡等した場合

規定例ダウンロード方法

奈良労働局ホームページ 育児をしながら働きやすい奈良
https://jsite.mhlw.go.jp/nara-roudoukyoku/ikunara.html
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育児休業と産後パパ育休の申し出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下のいずれかの措置
を講じなければなりません。

① 育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施

② 育児休業・産後パパ育休に関する相談体制の整備等（相談窓口設置）

③ 自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・提供

④ 自社の労働者へ育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

① 「研修」は、全労働者を対象とすることが望ましいですが、少なくとも管理職については、研修を受けたことがある状態にすることが必要
です。
② 「相談体制の整備」は、相談体制の窓口の設置や相談対応者を置き、これを周知することを意味します。窓口を形式的に設けるだ
けでなく、実質的な対応が可能な窓口が設けられていることが必要であり、また、労働者に対する窓口の周知等により、労働者が利
用しやすい体制を整備しておくことが必要です。
③ 「自社の育休取得の事例提供」は、自社の育児休業の取得事例を収集し、当該事例の掲載された書類の配付やイントラネットへ
の掲載等を行い、労働者の閲覧に供することを意味します。提供する取得事例を特定の性別や職種、雇用形態等に偏らせず、可能
な限り様々な労働者の事例を収集・提供することにより、特定の者の育児休業の申出を控えさせることに繋がらないように配慮すること
が必要です。
④ 「制度と育休取得促進に関する方針の周知」は、育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関する事業主の方針を記
載したものを、事業所内やイントラネットへ掲示することを意味します。

雇用環境整備の措置 義務
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雇用環境整備の措置実施状況

講じている

61社 87.1%

講じていない

９社 12.9%

アンケート回答企業 70社
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育児休業に関する研修

自社の労働者の育児休業取得事例の収集・提供

育児休業制度と育児休業取得促進に関する方針の周知

育児休業に関する相談窓口設置

措置内容 （複数回答）
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本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出た労働者に対して、事業主は育児休業制度等に関する以下の事項
の周知と休業の取得意向の確認を、個別に行わなければなりません。

周知事項

① 育児休業・産後パパ育休に関する制度

② 育児休業・産後パパ育休の申し出先

③ 育児休業給付に関すること

④ 労働者が育児休業・産後パパ育休期間について負担すべき社会保険料の取扱い

個別周知・
意向確認の方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

オンライン面談もOK 注：③④は労働者が希望した場合のみ

労働者からの申出のタイミング 事業主からの周知・意向確認の実施時期

出産予定日の１か月半以上前の申出 出産予定日の１か月前まで

出産予定日の１か月半前から１か月前の間の申出 申出から２週間以内など、できる限り早い時期

出産予定日の１か月前から２週間前の間の申出 申出から１週間以内など、できる限り早い時期

出産予定日の２週間前以降や子の出生後の申出 できる限り速やかに

措置は、労働者が希望の日から円滑に育児休業を取得することができるように配慮し、適切な時期に実施することが必要です。

個別の制度周知・休業取得意向確認 義務
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厚生労働省のホームページに、以下の資料を掲載しています。
社内用にアレンジする等してご活用ください。

①個別周知・意向確認、事例紹介、制度・方針周知ポスター例
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

000103533.html

②社内研修用資料、動画

https://ikumenproject.mhlw.go.jp/company/training/

➀ ➁
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育児休業取得状況の把握、公表
● 令和５年４月から、常時雇用する労働者が1,000人を超える事業主は、育児休業等の取得の状況を年１回公表することが
義務付けられています。

● 具体的には、以下の①または②のいずれかの割合を公表する必要があります。インターネットの利用その他適切な方法で、
一般の方が閲覧できるように公表してください。

公表前事業年度（※１）においてその雇用する
男性労働者が育児休業等（※２)をしたものの数

公表前事業年度（※１）において、事業主が雇用する
男性労働者であって、配偶者が出産したものの数

①育児休業等の取得割合

公表前事業年度（※１）においてその雇用する男性労働者が育児休業等（※２)をし
たものの数 及び 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する男性労働者を雇用
する事業主が講ずる育児を目的とした休暇制度(※３)を利用したものの数の合計数

公表前事業年度（※１）において、事業主が雇用する男性労働者であって、配偶者
が出産したものの数

②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

または

※１ 公表前事業年度： 公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度

※２ 育児休業等： 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業 及び 法第23条第２項（所定労働時間の短縮の代替措置として３歳未満の子を育てる労働者対象）又は第
24条第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関する制度に準ずる措置が講じられた場合の当該
措置によりする休業

※３ 育児を目的とした休暇： 目的の中に育児を目的とするものであることが明らかにされている休暇制度。育児休業等及び子の看護休暇は除く。
《例えば…》
失効年休の育児目的での使用、いわゆる「配偶者出産休暇」制度、「育児参加奨励休暇」制度、
子の入園式、卒園式等の行事や予防接種等の通院のための勤務時間中の外出を認める制度（法に基づく子の看護休暇を上回る範囲に限る）などが該当。

産後パパ育休（出生時育児休業）も含みます！

18



2021年4月1日くるみん・えるぼし認定手続き



くるみん認定とは

2

・ プ ラ チ ナ く る み ん認 定（ ５ 社）

くるみん認定企業のうち、より高い水準の取り組みを行った企業が、一定の要件を満たした

場合、優良な「子育てサポート企業」として厚生労働大臣の特例認定を受けることができます。
プ ラ チ ナ く る み ん

・ プ ラ ス 認 定 （ 2 社 ）

不妊治療と仕事との両立に関する認定制度「プラス」がスタート

くるみん、プラチナくるみん、トライくるみんの認定基準に加えて、不妊治療と仕事

との両立に関する「プラス認定基準」を満たすことが必要です。
プ ラ ス 認 定

・ く る み ん 認 定 （ 2 9 社 ）

次世代育成支援対策推進法に基づき、行動計画を策定し、その行動計画に定めた目標を達成

するなどの一定の要件を満たした場合、必要書類を添えて申請を行うことにより、「子育てサ

ポート企業」として厚生労働大臣の認定を受けることができます。
く る み ん

・ ト ラ イ く る み ん 認定

令和4年4月1日から新たな認定制度「トライくるみん」がスタート

ト ラ イ く る み ん



えるぼし認定とは

3

・ え る ぼ し 認 定 （ 1 4 社 ）

女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画の策定・届出を行った

事業主のうち、女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優良である等

の一定の要件を満たした場合に厚生労働大臣の認定を受けるこができま

す。

・ プ ラ チ ナ え る ぼ し 認定 （１ 社 ）

えるぼし認定を既に受けた事業主のうち、一般事業主行動計画の目標達成

や女性の活躍推進に関する取組の実施状況が特に優良である場合に厚生労働

大臣の認定を受けることができます。 プ ラ チ ナ え る ぼ し

え る ぼ し



認定のメリット

• 労働局やハローワークが企業を積極的にPR

ハローワークで「子育てサポート企業」「女性活躍推進企業」として紹介

• 認定マークを、自社の商品、広告、名刺などに表示することができ、企業イメージの向上、優秀な人材の

採用・定着が期待できます。

• 日本政策金融公庫による低利融資

• 公共調達などの加点評価等

メ リ ッ ト

• 働きやすい職場であることを積極的にアピールできた。

• 学生に好印象を与えている。女性の応募者、採用が増えた。

• 企業イメージ、評価が高まり、社員の士気が上がった

• 女性の離職率が下がった。社員の定着率が上がった。

認 定 企 業 の 声
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一般事業主行動計画

5

行動計画策定は2つの法律にそれぞれ定められています。

次世代育成支援対策推進法 女性活躍推進法

法の目的
次代の社会を担う子供たちが
健やかに生まれ育成される環境整備

女性の個性と能力が十分に
発揮できる社会の実現

行動計画策定の
義務企業

常時雇用する労働者数101人以上の事業主

義務の内容
・行動計画の策定
・行動計画の周知、公表
・策定した旨の届出

・行動計画の策定
・行動計画の周知、公表
・策定した旨の届出
・女性の活躍に関する数値の公表

優良企業

「くるみん認定」「プラチナくるみん認定」 「えるぼし認定」「プラチナえるぼし認定」



次世代育成支援対策推進法の一般事業主行動計画の例

6

株式会社A 行動計画

職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境の整備を行うため、
次のように行動計画を策定する。

１．計画期間 令和5年４月１日 ～ 令和7年３月31日までの ２年間

２．内容

＜対策＞

●令和5年４月～ 男性も育児休業ができることを周知するため、
管理職を対象とした
研修の実施、対象男性社員への個別の制度周知・利用促進

●令和5年10月～ 育児休業の取得希望者を対象とした講習会の実施

＜対策＞

●令和5年４月～ 社員のニーズ把握、検討開始
●令和6年４月～ 制度導入、社内広報誌や説明会により社員への制度周知

＜対策＞
●令和5年 ４月～ 社員へのアンケート調査

●令和5年１０月～ 各部署ごとに問題点の点検
●令和6年 ４月～ ノー残業デーの実施、管理職への研修実施

目標１ ： 計画期間内に育児休業の取得率を次の水準以上にする。
男性社員は30％以上にすること。
女性社員は80％以上にすること。

目標２ ： 小学校入学前までの子を持つ社員の短時間勤務制度を導入する。

目標３ ： 所定外労働削減に向けて、ノー残業デーを設定し実施する。

①計画期間

➁達成しようとする目標

③目標達成のための対策と

実施時期

労働者の仕事と子育ての両立を目指すケース



次世代育成支援対策推進法に基づく
一般事業主行動計画の策定

7

認定の流れ

S t e p  1

S t e p  2

S t e p  3

S t e p  ４

S t e p  ５

行動計画の公表
公表：厚労省「両立支援の広場」、自社のHP
周知：掲示板、電子メール、社内イントラ

行動計画の届出

行動計画の実施

行動計画終了後、くるみん認定申請

女性活躍推進法に基づく
一般事業主行動計画の策定

行動計画の公表
公表：厚労省「女性活躍推進DB」、自社のHP
周知：掲示板、電子メール、社内イントラ

行動計画の届出

えるぼし認定申請

え る ぼ し 認 定く る み ん 認 定



くるみん認定基準
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• 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。

認 定 基 準 １

• 策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。

認 定 基 準 ３

• 策定･変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること

認 定 基 準 ４

• 行動計画の計画期間が、2年以上5年以下であること。

認 定 基 準 ２

○制度導入を目標とした場合は、その制度が関係法令を上回る内容となっていない場合、または計画期間の開始時にすでに実施し

ている場合は、審査対象となりません。



くるみん認定基準
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• 次の①または➁のいずれかを満たしていること。

① 計画期間における、男性労働者の育児休業取得率が10％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェブサイト

「両立支援のひろば」で公表をしていること。

② 計画期間における、男性労働者の育児休業等取得率および企業独自の育児を目的とした休暇制度利用率が、

合わせて20％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表していること、

かつ、育児休業等を取得した者が1人以上いること。

認 定 基 準 ５

計画期間内に育児休業等を取得した者の数

計画期間内に配偶者が出産した者の数
≧10％

計画期間内に
・育児休業等を取得した者の数（少なくとも１人以上）
・企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者の数

計画期間内に配偶者が出産した者の数
≧20％

の合計数

○「企業独自の育児を目的とした休暇制度」とは、小学校就学の始期に達するまでの子について、

例えば以下のような制度を利用した場合をいいます。

・失効年休の育児目的での使用を認める制度 ・「育児参加奨励休暇」制度 ・配偶者出産休暇制度

・子の行事や予防接種等の通院のための勤務時間中の外出を認める制度

トライくるみん 15％
プラチナくるみん

50％

トライくるみん 7％
プラチナくるみん 30％



くるみん認定基準
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計画期間内に男性の育児休業等取得者または企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者がいない

場合（男性の育児休業等取得者が０人、かつ企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者が０人）でも、

①～④のいずれかに該当し、該当する数値を厚生労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表をすれば

基準を満たします。

① 計画期間内に、小学校就学の始期に達するまでの子について、子の看護休暇を取得した男性労働者がいる

こと（１歳に満たない子のために利用した場合を除く）。

② 計画期間内に、中学校卒業前（１５歳に達した後の最初の３月３１日まで）の子を育てる労働者に対する

所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。

③ 計画期間とその開始前の一定期間（最長３年間）を合わせて計算したときに、男性の育児休業等取得率が

１０％以上であり「両立支援のひろば」で公表していること。

④ 計画期間において、小学校就学前の子を養育する男性労働者がいない場合、中学校卒業前（１５歳に達し

た後の最初の３月３１日まで）の子または小学校就学前の孫について、企業独自の育児を目的とした休暇

制度を利用した男性労働者がいること。

認 定 基 準 ５ （労働者数が300人以下の一般事業主の特例）



くるみん認定基準
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• 計画期間における、女性労働者の育児休業等取得率が、75％以上であり、当該割合を厚生労働省のウェブ

サイト「両立支援のひろば」で公表していること。

認 定 基 準 ６

• 計画期間内の女性の育児休業等取得率が7５％未満だった場合でも、計画期間とその開始前の一定期間
（最長３年間）を合わせて計算したときに、女性の育児休業等取得率が7５％以上であり、当該割合を厚
生労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表していれば基準を満たします。

認 定 基 準 ６ （ 労 働 者 数 が 3 0 0 人 以 下 の 一 般 事 業 主 の 特 例 ）

≧ 7５％

（小数第１位以下切り捨て）

計画期間内に育児休業等を取得した者の数

計画期間内に出産した者の数

○ 認定申請時にすでに退職している労働者は、分母にも分子にも含みません。

○ 育児休業を分割して取得した場合でも、同一の子についての利用である場合は、1人とカウントします。



くるみん認定基準
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• 3歳から小学校就学前の子どもを育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に

関する制度、所定労働時間の短縮措置または始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること。

認 定 基 準 ７

○ 法律を上回る措置を講じていること。

（例えば）

法律上３歳に満たない子を養育する労働者に対して措置を講じなければならない「所定外労働の制限」の

利用を小学校就学前の子を養育する労働者にまで広げている 等

○ 始業時刻変更等の措置とは、以下のものをいいます。

①フレックスタイム制度

➁始業または終業の時刻を繰り上げまたは繰り下げる制度（時差出勤の制度）

③労働者が育てる子のための保育施設の設置運営、その他これに準ずる便宜の供与

（ベビーシッターの手配および費用の負担など）

○ これらの措置は、計画期間前から実施されているものでも差し支えなく、また、計画期間終了時までに実施さ

れていればよいものです。

○ 有期契約労働者などを除外することはできず、全ての労働者に適用する必要があります。



くるみん認定基準
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• 計画期間の終了日の属する事業年度において次の①と➁のいずれも満たしていること。

なお、認定申請時にすでに退職している労働者は①･➁のいずれも、分母にも分子にも含みません。

① フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月45時間未満であること。

② 月平均の法定時間外労働60時間以上の労働者がいないこと。

認 定 基 準 ８

○ 計画期間の終了日の属する事業年度で計算

行動計画期間：R3.12.1~R5.11.30（２年間）

事業年度 ：4.1~翌3.31の場合

行動計画期間

R５

11.30
R５

４.１
R４

４.１
R３

12.１

事業年度 事業年度事業年度

R６

３.31

申請
期間



くるみん認定基準
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• 次の①～③のいずれかの措置について、成果に関する具体的な目標を定めて実施していること。

① 所定外労働の削減のための措置

例 (ⅰ)労働時間等設定改善委員会をはじめとする労使間の話し合いの機会の整備
(ⅱ)「ノー残業デー」や「ノー残業ウィーク」の導入・拡充
(ⅲ)フレックスタイム制や変形労働時間制の活用
(ⅳ)時間外労働協定における延長時間の短縮

② 年次有給休暇の取得の促進のための措置

例 (ⅰ)年次有給休暇の計画的付与制度の導入
(ⅱ)年間の年次有給休暇取得計画の策定
(ⅲ)年次有給休暇の取得率の目標設定およびその取得状況を労使間の話し合いの機会において確認する制度の導入

③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置

例 (ⅰ)短時間正社員制度の導入
(ⅱ)在宅勤務制度やテレワーク制度の導入
(ⅲ)職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識などの是正のための取組
(ⅳ)子どもの学校行事への参加のための休暇制度の導入

認 定 基 準 ９

○ 成果に関する具体的な目標とは、例えば、「ノー残業デーを月〇回実施する」や「職場優先意識を是正するた

めのセミナーを年〇回開催する」などをいい、遅くとも計画期間終了時までに定めておく必要があります。

○ これらの措置は、計画期間前から実施されているものでも差し支えなく、また、計画期間終了時までに実施さ

れていればよいものです。



くるみん認定基準
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法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

○「その他関係法令」とは、例えば以下の法令違反等を指します。

① 男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パート・有期雇用労働法、女性活躍推進法、労働施策総合推進
法で勧告

② 労働基準法、労働安全衛生法等に違反して送検公表

③ 長時間労働等に関する重大な労働関係法令に違反し、是正意思なし

④ 上記③の重大な労働関係法令の同一条項に複数回違反

⑤ 違法な長時間労働を繰り返し行う企業経営トップに対する都道府県労働局長による指導に基づき企業名の
公表

⑥ 障害者雇用促進法に基づく勧告に従わず公表

⑦ 高年齢者雇用安定法に基づく勧告に従わず公表

⑧ 労働者派遣法に基づく勧告に従わず公表

⑨ 労働保険料を直近２年度について滞納 等

認 定 基 準 1 0



えるぼし認定の段階
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「女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準」の５つの項目全てを満たし、
その実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること。

「女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準」のうち３つ又は４つの項目
を満たし、その実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること。

満たさない項目については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該項目に
関連するものを実施し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」
に公表するとともに、２年以上連続してその実績が改善していること。

「女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準」のうち１つ又は２つの項目
を満たし、その実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表していること。

満たさない項目については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該項目に
関連するものを実施し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」
に公表するとともに、２年以上連続してその実績が改善していること。

３段階目
（３つ星）

２段階目
（２つ星）

１段階目
（１つ星）



えるぼし認定
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次のⅰとⅱのいずれかに該当すること。

i. 男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度であること。

（直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率×0.8」が、直近３事業年度の平均した「採

用における男性の競争倍率」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと（期間の定めのない労働契約

を締結する労働者として雇い入れることを目的とするものに限る）。）

ii. 直近の事業年度において、次の①と➁の両方に該当すること。

① 正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４割を超える場合は４割）以上で

あること。

② 正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４割を超

える場合は４割）以上であること。

（※）正社員に雇用管理区分を設定していない場合は、①のみに該当すれば足りる。

認 定 基 準 １ 採 用 ( 区 )

ⅰ女性（男性）の競争倍率

「女性（男性）の応募者数（実質的な採用選考が始まった段階の人数）」÷「女性（男性）採用者数（内定者を含んでもよい）」

ⅰ中途採用を含む。

ⅱ「平均値」の詳細は厚生労働省HP（女性活躍推進法特集ページ）→



えるぼし認定基準
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「雇用管理区分」とは

職種、資格、雇用形態、就業形態等の労働者の区分であって、当該区分に属している労働者について他の区

分に属している労働者と異なる雇用管理を行うことを予定して設定しているものをいう。雇用管理区分が同一

かの判断にあたっては、従事する職務の内容、人事異動（転勤、昇進、昇格を含む）の幅や頻度において他の

区分に属する労働者との間に、客観的・合理的な違いが存在しているかによって判断する。

（例：総合職（事務系）、総合職（技術系）、一般職（事務系）、契約社員、パートタイム労働者 / 

総合職、エリア総合職、一般職 / 事務職、技術職、専門職、現業職 など）

雇用管理区分ごとに算出する場合において、属する労働者数が全労働者数の1割程度に満たない雇用管理区

分がある場合は、職務内容等に照らし類似の雇用管理区分とまとめて算出して差し支えない。ただし、雇

用形態が異なる場合には、まとめて算出することはできない。

「直近の事業年度」とは、原則として、認定申請を行う事業年度の前の事業年度とする。

ただし、申請時に前の事業年度の数字を把握することが困難な項目については、前々事業年度までの数値

等を用いることができる。

留 意 点



えるぼし認定基準
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i. 直近の事業年度において、次のⅰとⅱのいずれかに該当すること。

① 「女性労働者の平均継続勤務年数」÷「男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ

７割以上であること。

※ 期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る。

② 「女性労働者の継続雇用割合」÷「男性労働者の継続雇用割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上

であること。

※ 新規学卒採用者等として雇い入れた労働者であって、期間の定めのない労働契約を締結している労働

者に限る。

ii. ⅰを算出することができない場合は、以下でも可。

直近の事業年度において、正社員の女性労働者の平均継続勤務年数が産業ごとの平均値以上であること。

認 定 基 準 ２ 継 続 就 業 （ 区 ）

○女性（男性）の継続雇用割合

「９～11事業年度前に採用した女性（男性）労働者であって現在雇用されている者の数」÷「９～11事業年度前に採用した女性（男

性）労働者数」



えるぼし認定基準
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• 雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時間数の平均が、直近の事業年

度の各月ごとに全て45時間未満であること。

認 定 基 準 ３ 労 働 時 間 等 の 働 き 方 （ 区 ）

• 次の（ⅰ）と（ⅱ）のいずれかに該当すること。

i. 直近の事業年度において、管理職に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上であること。

ii. 「直近の3事業年度の平均した１つ下位の職階から課長級に昇進した女性労働者の割合」÷「直近3事業

年度の平均した１つ下位の職階から課長級に昇進した男性労働者の割合」が8割以上であること。

認 定 基 準 ４ 管 理 職 比 率

○「管理職」とは、「課長級」と「課長級より上位の役職（役員を除く）」にある労働者の合計。

「課長級」とは、以下のいずれかに該当する者

・事業所で通常「課長」と呼ばれている者であって、2係以上の組織からなり、若しくは、その構成員が10人以上（課長を含む）の長

・同一事業所において、課長の他に、呼称、構成員に関係なく、その職務の内容及び責任の程度が「課長級」に相当する者

（ただし、一番下の職階ではないこと）

なお、一般的に「課長代理」、「課長補佐」と呼ばれている者は、上記の組織の長やそれに相当する者とはみなされません。



えるぼし認定基準
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直近の3事業年度のうち、以下のア～エについて、

• 常時雇用する労働者数が301人以上の事業主は2項目以上（非正社員がいる場合は必ずアを含むこと）。

• 常時雇用する労働者数が300人以下の事業主は1項目以上の実績を有すること。

ア 女性の非正社員から正社員への転換（派：雇入れ）

イ 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換

ウ 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用

エ おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用

認 定 基 準 ５ 多 様 な キ ャ リ ア コ ー ス

・「非正社員」には、派遣労働者を含む。

・「短時間正社員」については、「正社員」に該当する。



22

ご清聴ありがとうございました。



ハラスメント対策のポイント

1

奈良労働局

雇用環境・均等室



配布資料

2



職場のハラスメント

・パワーハラスメント
①優越的な関係を背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えた
ものにより、③労働者の就業環境が害されるものであり、①から③までの３つの要素
を全て満たすもの

・セクシュアルハラスメント
労働者の意に反する「性的な言動」により、労働者が労働条件について不利益を受け
たり、就業環境が害されること

・妊娠・出産、育児休業等に関するハラスメント
上司・同僚からの言動（妊娠・出産したこと、育児休業、介護休業等の利用に関する
言動）により、妊娠・出産した「女性労働者」や育児休業・介護休業等を申出・取得
した「男女労働者」の就業環境が害されること

・カスタマーハラスメント
企業や業界により、顧客・取引先(以下「顧客等」）への対応方法・基準が異なるこ
とが想定され、明確に定義付けらていないが、「顧客等の要求の内容が妥当性を欠く
場合」、「要求を実現するための手段・態様が社会通念上不相当な言動」が例

・就活ハラスメント
就職活動中やインターンシップの学生等に対するセクシュアルハラスメントやパワー
ハラスメント

3



ハラスメントに関する職場の特徴

・上司と部下のコミュニケーションが少ない／ない

・ハラスメント防止規定が制定されてない

・失敗が許されない／失敗への許容度が低い

・残業が多い／休暇を取りづらい

※職場の特徴として、上記特徴について、ハラスメント(パワハラ、セクハラ)を経験し
た者と経験しなかった者の差が特に大きい。

(引用)令和２年度 厚生労働省委託事業 職場のハラスメントに関する実態調査

4



パワーハラスメント防止措置
（１）事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
①職場におけるパワハラの内容・パワハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に 周知・啓発すること
②行為者について厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規定し、労働者に 周知・啓発すること

（２）相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること
④相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること
職場におけるパワハラの発生のおそれがある場合や、パワハラに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談
に対応すること

（３）職場におけるパワーハラスメントにかかる事後の迅速かつ適切な対応
⑤事実関係を迅速かつ正確に確認すること
⑥速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと
⑦行為者に対する措置を適正に行うこと
⑧再発防止に向けた措置を講ずること
※⑥⑦は事実確認ができた場合、⑧はできなかった場合も同様

（４）（１）から（３）までの措置と併せて講ずべき措置
⑨相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること
⑩相談したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること

5



パワーハラスメント防止措置

• 定義等 P2～

• 防止措置 P19～

• 望ましい取組 P31～

6



ハラスメントの予防・解決に向けた取組を進める上での課題

・ハラスメントかどうかの判断が難しい。

・発生状況を把握することが困難。

(引用)令和２年度 厚生労働省委託事業 職場のハラスメントに関する実態調査

⇒相談窓口の運用がポイント

7



相談窓口について問題となる例

・相談窓口が設置されていない。

・相談窓口の周知がされてない。

・相談窓口が適切に対応していない。

・相談後の対応が不十分である。

・相談後に不利益な取り扱いを行う。

8



相談窓口の設置と運用のポイント

(引用)パワーハラスメント社内相談窓口の設置と運用のポイント(第４版)

9



相談窓口の設置

・相談窓口を設置し、できるだけ初期の段階で気
軽に相談できるしくみを作りましょう。
・相談窓口は、内部相談窓口と外部相談窓口があ
ります。

・相談担当者として、男女共含めた複数の担当者
を選任するとよいでしょう。

・相談窓口を設置するだけではなく、従業員が安
心して相談できるようにしましょう。

10



相談対応の流れ(例)

11



安心して相談できる相談窓口のポイント

・相談者のプライバシーが確保できる部屋を準備
していること。

・相談内容の秘密が守られること。

・相談者が不利益な取り扱いを受けないこと。

・相談対応の全体の流れがわかりやすいこと(相談
窓口の役割や解決までの流れ、会社のパワーハラ
スメントに対する方針(パワーハラスメントは許さ
ない等)等の説明)

12



相談窓口(一次対応)

・相談者が相談しやすいようにするために、プラ
イバシーが確保できる部屋を準備しましょう。ま
た、秘密が守られることや相談窓口でどのような
対応をするか明確にしておきましょう。

・１回の相談時間は長くても５０分程度にしまし
ょう。

13



事実関係の確認

・相談者の了解を得た上で、行為者や第三者に事実確認を行いましょ
う。

・行為者に対して事実確認を行う際には、中立な立場で行為者の話を
聴きましょう。また、相談者の認識に誤解があった場合にも、報復な
どは厳禁であることを伝えましょう。

・相談者と相手の意見が一致しない場合には、同席者や目撃者もしく
は、同様のパワーハラスメントを受けている者に事実関係の調査を行
います。

・第三者に話を聞くことで、当該問題が外部に漏れやすくなるので、
第三者にも守秘義務について十分理解してもらい、事実確認を行う人
数は、できる限り絞りましょう。

・相談者、行為者、第三者の意見が一致するとは限りません。それぞ
れの主張を合理的に判断する情報と考えるようにしましょう。

14



行為者・相談者へのとるべき措置を検討

事実確認の結果には、３つのパターンが考えられます。その結果をふ
まえて、対応案を検討しましょう。

・パワーハラスメントがあったと判断できる場合

・パワーハラスメントがあったと判断することはできないが、そのま
までは事態が悪化する可能性があり、何らかの対応が必要な場合

・パワーハラスメントの事実が確認・評価できない場合

※特に、「パワーハラスメントがあったと判断することはできないが
、そのままでは事態が悪化する可能性があり、何らかの対応が必要な
場合」については、パワーハラスメントに該当するかを判断しようと
するのではなく、行為者の行動や発言にどのような問題があったのか
、どうすべきであったのかを明確することが重要です。

15



行為者・相談者へのフォロー

・相談者・行為者の双方に対して、会社として取り組んだ
こと(事実関係についての調査、対応の内容とその考え方)
を説明し、理解を得るようにしましょう。

・行為者の行動や発言にどのような問題があったかを伝え
ることで、今後同様の問題が起こらないようにしましょう
。

・また、相談者にも仕事の行い方など問題があった場合に
は、行動や発言にどのような問題があったのかを伝えるこ
とで、今後同様の問題が起こらないようにしましょう。

16



再発防止策の検討

・再発防止策は予防策と表裏一体です。予防策に
継続的に取り組むことが再発防止につながります
。

・取組内容の定期検証・見直しを行うことで、よ
り効果的な再発防止策の策定、実施に取り組みま
しょう。

17



あかるい職場応援団あかるい職場応援団

18

各種リーフレットの他、
社内研修用資料、
アンケート例、

相談対応の様式例等の
役に立つ資料が入手で

きます

URL:https://www.no-harassment.mhlw.go.jp



奈良労働局ホームページ奈良労働局ホームページ

19

ハラスメント相談
窓口周知例やハラ
スメント規定例な
どが入手できます

URL:https://jsite.mhlw.go.jp/nara-roudoukyoku/



おわりに

20

ハラスメントのない、明るく活気のある職場を目指
しましょう！

ご清聴ありがとうございました



基本給の職務分析・職務評価
実施方法について

奈良働き方改革推進支援センター
社会保険労務士 森田 修



本日の流れ

• 職務分析・職務評価とは
• なぜ必要なのか
• 職務分析の手順
• 職務評価の手順
• まとめ



本日の流れ

• 職務分析・職務評価とは



職務分析・職務評価とは
職務分析・・・職務に関する情報を収集・整理し、職務内容を明

確にすること。

職務評価・・・社内の職務内容を比較し、その大きさを相対的に

測定する手法。

注意：よく用いる人事評価とは別物。

引用：厚生労働省HP 多様な働き方の実現応援サイト

職務評価をより正確を行うためにも職務分析が必要！



本日の流れ

• なぜ必要なのか



なぜ、必要なのか？



2020年４月（中小企業は2021年4月）にパート
タイム・有期雇用労働法が改正され、正社員と
パートタイム・有期雇用労働者との間で、
不合理な待遇差の解消が必要になった。



この不合理な格差があるかどうかを分析し判断するのに
職務分析・職務評価が必要になってくる。

正社員とパートタイム・有期雇用労働者の基本給におい
て行うことにより、等級制度や賃金制度の設計、見直し
にも有効。

公正な待遇の実現ができれば・・・

個々の労働者のモチベーションアップし、労働生産性
が向上し、企業活動の活性化につながる。



公正な待
遇の実現

モチベー
ション
アップ

労働生産
性向上

企業活動
の活性化



本日の流れ

• 職務分析の手順



参考、引用資料

厚生労働省パンフレット 職務分析実施マニュアル パートタイム・有期雇用労働者の公正な待遇の確保に向けて

厚生労働省パンフレット 職務評価を用いた基本給の点検・検討マニュアル



職務説明書を活用した職務分析の手順

1.情報の収集

2.情報の整理

3.職務説明書の作成



１．情報の収集

何の収集すべきか？

・「日々の業務を」をすべて

・「業務の目的」

・必要な知識・技能をどのくらいの期間で習得したか

・権限・責任の程度



「日々の業務」

• 典型的な1日を取り上げ、どの仕事に何時間かけて行ってい
るかを順をおって、できるだけ細かく聞く。

※週単位や月単位でサイクルが回っている場合は、業務のサイ
クル全体がわかるまで詳しく聞く。



「業務の目的」

• その業務の目的は何かを聞き出す。

例えば、発注業務でも、発注リスト作成のための入力作業なの
か、発注の品や具体的な量を決定しなけらばならないのか。在
庫と発注のバランスを考えるだけでいいのか、それとも店頭で
欠品を生じないようにするためなのか、同じ言葉であっても業
務内容は様々である。
その業務の目的は何なのかに意識して、業務内容を進めていく
必要がある。



「必要な知識・技能をどのくらいの期間で習得したか」

• その仕事ができるのに、どれくらいの期間がかかったかを聞
き取る。作業が容易なものであれば時間を要しないが、知識・
技能の習得に時間がかかるものも出てくることが予想される。
その業務に必要な資格があれば、それについても聞く。



「権限・責任の程度」

• 部下の有無、ノルマやトラブル発生時の対応範囲を聞く。



２．情報の整理

１で収集した職務情報を、「業務内容」と「権限・責任の程度」に分けて、それぞれ整理する。

業務内容

以下のポイントに注意して、主な業務として扱う。

・その職務の特徴を表し、かつ、無くてはならない業務かどうか

・その成果が事業に対して大きな影響を与える業務かどうか

・その社員の職全体に占める時間的割合・頻度が大きい業務であ
るかどうか



２．情報の整理

「主な業務」の抽出→聞き出した業務目的を参考に、それぞれの業務を詳細化

必要な知識や技能の水準→その業務が、どのような知識を技能を必要としているか整理。





権限・責任の程度

以下の４つのポイントに基づいて、権限・責任の程度を明確にする。

・どのような権限を与えているか
→管理する部下の有無や決裁可能な権限の範囲について記述。

・業務の成果について、どのような役割を与えているか
→対象社員にリーダー的な役割や指導者の役割を与えているか記述。

・トラブル発生時や臨時・緊急時はどこまで対応するのか
→対象社員が、その状況に対応する責任があるか否か、自分で判断
し対応するのか記述。
・どの程度の成果を出すことを期待しているのか
→対象社員に、ノルマや数値目標などを与えているか、どの程度の
成果を求めているか記述。





３．職務説明書の作成



３．職務説明書の作成



本日の流れ

• 職務評価の手順



職務（役割）評価の実施（要素別点数法）

均等・均衡待遇ができているか確認

結果を活用し、均等・均衡待遇の実現を目指す（応用）



職務（役割）評価の実施（要素別点数法）



職務（役割）評価表に記入する。



均等・均衡待遇ができているか確認



社員一覧の作成

職務（役割）評価

活用係数の設定

時間賃率の計算

均等・均衡待遇のチェック



社員一覧の作成

対象者が少ない場合は、パートタイム・有期雇用労働者全員で可
能。
対象者が多い場合は、「最も上位の仕事に従事する人」、「平均
的な仕事に従事する人」、「平易な仕事に従事する人」が含まれ
るように選択。目安としては30人以上が望ましい。

正社員は、社員格付け制度のランク別に標準的な社員を最低１名。
(例)職能資格制度の場合は、職能資格ごとに標準的な社員を選択



職務（役割）評価

職務（役割）評価表に記入する。ウェイトの設定も行う。
ウェイトは、企業の事業特性、人材活用方針、事業戦略上の意図等
を反映する部分。
原則として、役職や職種に関係なく、全社共通のウェイト設定を行
う。

※ウェイトは慣れるまで1に設定するのが好ましい。



活用係数の設定

パートタイム・有期雇用労働者と正社員との間に「人材活用の仕組みや運
用」その他における違いがある場合にはそれを考慮することが可能。
「人材活用の仕組みや運用」その他における違いとは、会社指示による、
働く場所、従事する仕事、労働時間が変更されるかどうか。

この変更可能性に差がある場合は、人材活用の仕組みや運用に違いがある
ということ。



労働時間の変更の可能
性（急な残業、休日出

勤等）

従事する仕事の変
更可能性 （職
務・職種変更等）

働く場所の変更
（転居を伴う転勤

など）

〇〇〇正社員

×××パート

このような場合は、活用係数を変更するの
が正しい分析結果を得るためには望ましい。

例

労働時間の変更の
可能性（急な残業、
休日出勤等）

従事する仕事の変
更可能性 （職
務・職種変更等）

働く場所の変更
（転居を伴う転勤

など）

×××正社員

×××パート

このような場合は、活用係数は1.0と設定。



活用係数を0.8にした事例

非常勤職員(パートタイム労働者)と正職員の「人材活用の仕組みや運用」の
実態を調査したところ、「働く場所」、 「従事する仕事」、「労働時間」の
3つについて正職員で変更の可能性があることが確認された。 具体的には、
非常勤職員と正職員は同様の介護職に従事しているが、非常勤職員の介護職
は、デイサービスに配置され、夜勤シフトは発生しない。一方で、正職員の
介護職は、特別養護老人ホームなどの施設系サー ビスに配置され、夜勤シフ
トが義務づけられている。また、慢性的な人材不足の影響から、正職員のみ、
事業所間での配置転換も頻繁に行われている実態も確認できた。 さらに、
現場の非常勤職員・正職員に対して、「人材活用の仕組みや運用など」の違
いについて納得できる 水準を聞き取り調査し、職員の納得性を十分考慮して
0.8に設定した。



活用係数を1にした事例

パートタイム労働者と正社員の間での「人材活用の仕組みや運
用」の実態を調査したところ、製造拠点間の異動は、パートタイ
ム労働者と正社員ともに、一切行われていなかった。また、正社
員であっても、担当職種が限定されていることが明らかになった。
これによって、両者に違いはないと判断し、同社では、活用係数
を1.0に設定した。



時間賃率の計算

社員一覧の作成でリスト化したパートタイム・有期雇用労働者と正社員の時

間賃率（時給単価）を計算する。

パートタイム・有期雇用労働者の時間賃率＝時間当たり基本給

正社員の時間賃率 ＝時間当たり基本給×活用係数



均等・均衡待遇のチェック

均等・均衡待遇が実際に図られているかどうか確認する。確認す
るために、横軸に職務(役割)ポイント、縦軸に時間賃率をとりプ
ロット図を作成。このプロット図は、ポータルサイトからダウン
ロードしたITツールで簡単に描くことが可能。





プロット図の見方

①職務（役割）ポイントの重なり具合を確認。

②正社員と同じような職務（役割）ポイントのパートタイム・有期雇用労働
者は、正社員と同じような時間賃率になっているか、また、正社員より低い
職務（役割）ポイントのパートタイム・有期雇用労働者は、正社員と比較し、
職務（役割）ポイントの低さに比例した時間賃率になっているか確認する。

③現状が、次ページに示す４象限のどこに該当するか確認する。







本日の流れ

• まとめ



まとめ

• まずは、職務分析は職務の棚卸から始まる。
• 職務の棚卸は、同一労働同一賃金に対応だけでなく、仕事の改善や
マニュアル作成など様々な面で役に立つ

• 職務評価では、ツールを用いると便利
• 今後、同一労働同一賃金に対応するためには職務分析・職務評価は
必須。

• 公正な待遇が実現できれば、労働生産性向上につながり、企業活動
の活性化にも期待できる。






